別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　項：教育総務費　目：教育指導費
	事業名:外国人児童生徒適応指導員配置事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　教育委員会　学校支援課　総合支援担当　電話番号：058-272-1111（内3548）

　　　　　E-mail：c17782@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：　25,406千円（前年度予算額：17,732千円）

	事業内容  


	１　事業の内容


  日本語指導が必要な外国人児童生徒への対応として、外国人児童生徒の母語（ポルトガル語・フィリピン語（タガログ語））を使用することのできる外国人児童生徒適応指導員を配置し、学校生活への適応指導や日本語についての指導・援助をする。
　平成24年度配置予定：ポルトガル語7人、フィリピン語（タガログ語）3人
	２　所要経費


事業費　25,406千円

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅲ　誰もが活躍できるふるさと岐阜県づくり
 　　５　外国籍県民にとっても暮らしやすい地域をつくる

外国人相談員の適正配置などによる外国人相談業務・体制を強化する。
	２　これまでの取組状況


①　経緯
　・H18年度、新規に５人の指導員を配置。
　・H19年度、２人増員し計７人の指導員を配置。
　②  現状と問題点
　　・日本語指導が必要な外国人児童生徒の在籍者はやや現象傾向にはあるが、依然全
国的に見ても多い。
　　　  H20.9在籍者数  1,050人（全国9位）　
　　　　H22.9在籍者数　　941人（全国9位）
        H23.5在籍者数　　913人（全国比較データなし）
  　・日本語指導が必要な外国人児童生徒は校種、学年を問わず在籍している。
　　　　H23.5　 小学校の在籍者数　659人　
中学校の在籍者数　254人
  　・高等学校においても、日本語指導が必要な生徒は増加している。

公立高等学校において「外国人生徒等に係る入学者の選抜」で入学した生徒。
　　　　H21：８人 → H22:19人→ H23:9人
	３　これまでの取組に対する評価


1 日本語指導が必要な外国人児童生徒の学校生活や学習活動への適応が早くなり県民としての学習が保障できる。
2 今まで外国人児童生徒への対応におわれていた教員等が、学習指導に専念でき、学級全体としての学習効果が高まる。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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	25,406
	
	
	
	
	
	126
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